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未来を語り 未来を創り 未来に残す。 

                                   

企業繁栄のアドバイザー 

日本の農産物高くても買いましょう。それは日本の自然環境と生命、
健康等を守ることです。（日本の農産物を高く買う国民運動連盟）    

国民全体で考えましょう。税金の使い方を。真面目に働いたら、年金で老後は生活できるような国にしましょう。 

年金生活者より、生活保護者が優遇された世の中は間違っていませんか？これでは年金生活者も生活保護者になりますよ。おかしな日本。 

 
 

 

 

 

 

 

  
 

 平成28年分の確定申告をしておりまし

て、年金生活者は年金だけで老後を生活し

ていくことは難しいなと思いました。まし

て熊本地震で自宅等を全壊された方は言葉

では言い表せない気持ちになりますね。生

きることが苦しみになります。本当にこん

な日本でいいのでしょうか？  
【１】年金では生活できない日本 

(1)以下は今年の年金額と 10年前の年金額及び生活保護を比較した
ものです。 

※1 厚生年金は、夫が平均的収入（平均標準報酬 36.0万円）で 40年間 

就業し、妻がその期間全て専業主婦であった世帯の新規裁定の給付 

水準です。 

※2厚生年金は、夫が平均的収入（平均標準報酬（賞与含む月額換 

算）42.8 万円）で 40 年間 就業し、妻がその期間すべて専業 

主婦であった世帯が年金を受け取り始める場合の給付水準です。 

※3アパートや賃貸マンションに住んでいる場合は、家賃は別途、 

住宅扶助として支給されますので、ここから家賃を支払う必要 

はありません 

(2)国民年金は月額 1,000円減少、年間 12,000円減少。厚生年金は

上記の条件で月額 11,088円減少、年間 132,096円減少しています。 

賃金が上昇傾向にあるとはいえ物価や社会保険料等に加え消費税率も 

上がろうとしている日本で、老後、年金生活ができると思われています

か皆様？経済大国日本であるにもかかわらず日本の年金指数ランキン

グは 2016年 27ヶ国中、26位となっています。（以下参照） 

「年金指数ランキング２０１６」 
１位   デンマーク           （省略） 
２位   オランダ   ２１位  インドネシア 
３位   豪州   ２２位  韓国 
４位   フィンランド  ２３位  中国 
５位   スウェーデン  ２４位  メキシコ 
６位   スイス   ２５位  インド 
７位   シンガポール  ２６位  日本          
８位   カナダ   ２７位  アルゼンチン 
９位   チリ 
１０位  アイルランド 

この他主要国であるアメリカは１３位、フランスは１４位となってい

ます。 

(3)評価指数は 40以上の質問項目から構成されています。（以下参照） 

「十分性」(40%)・・・老後の所得として定期的に給付を受け取れる

システムがあることと、老後のための充分な貯蓄があるか？日本の評

価 D 

「持続性」（35%）・・・年金制度に優良なガバレッジ（年金の義務化

など）や平均寿命と支給開始年齢の関係が適性か？日本の評価 E 

「健全性」（25%）・・・包括的な規制が設けられ、年金制度をうまく

運用するための見直し機能や透明性があるかどうか？日本の評価 C 

 皆様どうでしょう？将来、生活できないのに社会保険料や消費税 

を今後も払いたいと思われますか？日本の社会保障は弱者を擁護す

る優れたものでしたが、近年これに甘えた不正受給者や働けるのに働

かない方への生活費に社会保障が使われているのも少なくありませ

んし、日本の公務員の賃金や議員の報酬は高いのではないでしょか？

（ZUU onlinより一部抜粋） 

【２】これからの解決策は。西田の私案 です。 
(１)まず税収入面から 
①独身の人には既婚者の税金の3倍を
支払ってもらうこと。少子高齢化対策、
人口増加は国力なり!「産めよ増やせ
よ」です。 
②所得が年間500万円以下の人は無税
に、所得の良い人は税率 50％の負担を。 
③大企業は税率を下げていますが、下
げないで、所得の 40％の負担を。 
④消費税は税率 10％で統一して、軽減税率を適用しないこと。そし
てこの消費税の使い道を、年金支給ＵＰと、医療保険の社会保障と子
供の子育て支援、子供の高校までの授業料等の無料化と特別会計にす
ること。 
⑤または消費税をすべて廃止して、法人税と所得税をＵＰすること。
法人は資本金や従業員を基準にして法人均等割を入れます。また日本
国民、日本に 1年以上居住する外国人は個人の均等割を入れます。こ
れらは新しい法律が必要です。 
(２)支出面からは 
①国会議員、県市町村議員は日当払い、出席した時のみ支払うよ
うにすること。町内会のお世話役をされている方はボランティア
です。こういう人が議員になったらどうでしょうか。本当に国の
ため県市町村のためと考えるのであれば、議員という職業を失くし

てはいかがでしょうか？ヨーロッパでは仕事を持っている人が夕方や
日曜日等に会議してその日当代だけを支払う、これが本当の人の上に立
つべき議員ではないでしょうか。議員以外の諸手当は全部廃止すべきで
す。 
②公務員の賃金は、その地方の平均位にすべきではないかと思います。
都会では大企業のほうが賃金が高く、公務員は安いですが、地方では高
いと思いませんか？税務署職員は増員したいですね。税収を確保するの
は税務署職員だけで他の役所の人々は使うばかりです。特に厚生労働省
はバブルの時にハコ物を作って安く売り、そのツケを国民が負担してい
る、バカげています。 
③歳出を見直して国の形を作り直すことだと思います。真面目に働いた
人が、救われる国作りです。 
 まだまだ言いたいのですが、この辺で... 

 

 

 

今回の平成 29年度税制改正では「配偶者控除」の廃止そのものは
見送られ、平成30年1月から世帯主の所得からの満額控除(38万円)
が適用される配偶者の所得の上限が 103万円から 150万円に変更さ
れました。また配偶者特別控除で段階的に控除の金額が減額され、
最終的に控除が受けられなくなる配偶者の年収が 141万円から 201
万円に変更されました。 
配偶者控除を受ける世帯の配偶者の年収の上限が上がったことに

より全体の税収が減るのを避けるため、世帯主の収入を基準に所得
制限が設けられます。これまでは世帯主が高所得でも配偶者控除が
適用されていましたが、世帯主の年収が 1120万円（合計所得金額

900万円）を超え
ると 3段階で控除
金額が減額され最
終的に1220万円
（合計所得金額
1000万円）超える
と控除が無くなり
ます。高所得世帯
に対しては実質増
税となります。 
今回の配偶者控

除改正によって、
いわゆる「103万
円の壁」を遠ざけ
ることでパートや
主婦が働き易くな
ると言われる一方
で、勤務する企業
の規模によって配
偶者の年収が「106
万円」もしくは

「130万円」を超えると社会保険料を負担しなければいけなくなる
ので、注意が必要です。 

 平成19年の 

年金 

（月額） 

平成29年の 

年金 

（月額） 

 熊本市 

2級地-1 

 

国民年金（個人事

業者等） 

老齢基礎年金：1

人分 

66,008円 

 

65,008円 

（▲1,000円） 

世帯数１人 

60～69歳 

生活扶助費 

第１類及び 

第２類 

72,110円※3 

厚生年金（サラリ

ーマン等） 

夫婦2人分の基礎

年金を含む標準的

な年金額 

232,592円 ※1 

 

221,504円 ※2 

（▲11,088円） 

世帯数2人 

60～69歳 

生活扶助費 

第１類及び 

第２類 

107,710円※3 

配偶者控除及び配偶者特別控除の見直し 

日本は世界年金ランキング２６位 

この国をモデルに 

しましょう 
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チラシ配布希望者は

担当者まで♪ 

国民全体で考えましょう。税金の使い方を。真面目に働いたら、年金で老後は生活できるような国にしましょう。 

年金生活者より、生活保護者が優遇された世の中は間違っていませんか？これでは年金生活者も生活保護者になりますよ。おかしな日本。 

 
 
 

中小企業経営強化税制が創設され、生産性向上設備投資促進税制廃

止後も要件に該当すれば即時償却が可能になりました。 

延長されている投資促進税制も含め下記のようになっております。  
税制名 期間 要件 優遇措置 対象資産 

①生産性

向上設備

投資促進

税制 

廃止 

②中小企

業投資促

進税制 

器具備品を

除き、平成

31年3月31

日まで延長 

(1)特別償却 

中小企業者又は農業協

同組合等 

(2)税額控除 

(1)に掲げる法人（農業

協同組合等を除きま

す。）のうち資本金の額

若しくは出資金の額が

3,000万円を超える法

人以外の法人又は農業

協同組合等 

特 別 償 却

（30%）or

税 額 控 除

(7%) 

◆機械装置(160万円) 

◆測定工具及び検査工

具（120万円以上、１

台30万円以上かつ複

数合計120万円以上） 

◆ｿﾌﾄｳｪｱ 70万円以上、

複数合計70万円以上） 

◆貨物自動車（車輌総

重量3.5 ﾄﾝ以上） 

③商業・ｻｰ

ﾋﾞｽ業活性

化税制 

平成 31 年 3

月 31日まで

延長 

認定経営革新等支援機

関等（商工会議所等）

による、経営改善に関

する指導に伴って取得

すること。 

 

◆器具・備品（ｼｮｰｹｰｽ、

看板、ﾚｼﾞｽﾀｰ等）：1台

30万円以上 

◆建物附属設備（空調

施設、店舗内装等）：1

台60万円以上 

④中小企

業経営強

化税制 

創設。平成

31年3月31

日まで。 

生産性向上設備（A類

型） 

①中小企業者強化法の

認定受けたもの 

②生産性が旧モデル比

年平均1%以上改善す

る設備 

③生産等設備を構成す

るものであること 

④国内への投資である

こと 

⑤中古資産・貸付資産

でないこと等 

即時償却or

税額控除 

(7%or10%

※) 

※資本金 3

千万円以下

もしくは個

人事業主は

10％ 

 

◆機械・装置（160万

円以上） 

◆測定工具及び検査工

具（30万円以上） 

◆器具・備品（30万円

以上）（試験・測定機器、

冷凍陳列棚など） 

◆建物附属設備（60万

円以上）（ボイラー、LED

照明、空調など） 

◆ｿﾌﾄｳｪｱ（70万円以上）

（情報を収集・分析・

指示する機能） 

収益力強化設備（B類

型） 

①中小企業者で経営強

化法の認定をうけたも

の 

②投資収益率が年平均

5%以上の投資計画に係

る設備 

③生産等設備を構成す

るものであること 

④国内への投資である

こと 

⑤中古資産・貸付資産

でないこと等 

◆機械・装置（160万

円以上） 

◆器具・備品（30万円

以上） 

◆建物附属設備（60万

円以上） 

◆ｿﾌﾄｳｪｱ（70万円以上） 

①生産性向上設備投資促進税制は平成29年3月末に予定通り廃止 
②中小企業投資促進税制は対象資産から器具備品を除外した上で
平成31年 3月 31日まで延長 
③中小企業商業・ｻｰﾋﾞｽ業・農林水産業活性化税制も平成 31年 3
月 31日まで延長 
④中小企業経営強化税制を創設 

 
 
 
平成29年4月1日から平成30年3月31日までの雇用保険料率は
以下の通りとなりました。 
・失業等給付の保険料率は、労働者負担・事業主負担ともに

1/1,000ずつ引き下がりました。 
・雇用保険二事業の保険料率（事業主のみ負担）は、引き続き

3/1,000です。 
事業の種類/負担者 労働者負担 事業主負担 雇用保険料率 

一般の事業 
 
（28年度） 

3/1,000 
 

  4/1,000 

6/1,000 
 
7/1,000 

9/1,000 
 

11/1,000 
農林水産・ 
清酒製造の事業 
（28年度） 

4/1,000 
 

5/1,000 

7/1,000 
 

8/1,000 

11/1,000 
 

13/1,000 

建設の事業   
 
（28年度） 

4/1,000 
 
  5/1,000 

8/1,000 
 
   9/1,000 

12/1,000 
 

14/1,0000 

※園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、内水面養殖お
よび特定の船員を雇用する事業については一般の事業の率が適用
されます。 
 

 

 

知っていた方が良い税制改正のポイントを今年もやります！第２
部では相続税・事業承継について講師 西田 尚史よりご提案さ
せていただきます！ 

第１部 （13:30～15:00）税制改正のポイント 

今回の税制改正について詳しくご説明します。 

講師 未来税務会計事務所  代表社員  西田 尚史 

第２部 （15:10～16:00）相続税・事業承継      

相続税・事業承継についてご提案も含めてご説明致します。 

講師 未来税務会計事務所  代表社員  西田 尚史 

日時：平成 29年 5月18日（木）13：00受付 13：30開始 

場所：当事務所３F会議室 費用：実費相当額 2,000円 

（未来税務会計事務所のお客様以外の方 5,000円） 

奮ってご参加下さいますようお願い申し上げます。 

雇用保険料率の引き下げ 

中小企業経営強化税制創設 
 

平成２９年度税制改正セミナー 


